




















































































































第 9章 鬼怒川温泉旅館の経営 
 １．バブル期の経営 





















































































第 1章 鬼怒川温泉の生成と発展  
 
１．鬼怒川温泉地域生成の歴史 





図表 1ー１ 藤原町源泉表（明治・大正期） 
 
出典：『藤原町史』通史編より転載 
                                                   
1「従来型観光地での地域の魅力の再発見または創出と、それを活かした集客力回復とまちの再構築に関する



































                                                   
2 野口冬人、「鬼怒川温泉（栃木）」『読売新聞』2004 年 12 月 8 日を参考にしている。 
3 岩城成幸、「温泉街の事業再生と地域金融機関―鬼怒川温泉と足利銀行の関係を中心に―」、レファレンス
2006 年 6 月 496 頁を参考にしている。 
4 益子輝男・為国孝敏・中川三郎、「戦後における東武鉄道と日光、鬼怒川地域の観光との関連についての史
























                                                   




























 東武鬼怒川線においても東武日光線と同様に、1955 年から 1975 年にかけて、特急・急行の
スピードアップ、運行回数の増加、一部を複線化するなどの鉄道サービスを行ったほか、関運
会社と共に観光施設の整備を行った。 
これらのことにより、1955 年には 64 万 7 千だった宿泊客数は 1975 年に 127 万 4 千人も増
加して、192万 1千人となった。また、東武鉄道の利用客も 1955年の 84万 9千にから 1975年
には 93万 6千人となり、8万 7千人増加している 1955年から 1960年にかけて、宿泊客数が大
幅に増えているのは、温泉旅館・ホテルの開業が相次いだために、収容人数が増えたことも影
響していると思われる。そして、1965 年から 1970 年にかけて、東武鉄道の利用者数が大幅に
増えているのは、いざなぎ景気の影響が考えられる。1975年には、東武鉄道の利用者は減少し
                                                   
6 益子輝男・為国孝敏・中川三郎、前掲書 496頁を参考にしている。 
10 


















                                                   
7 益子輝男・為国孝敏・中川三郎、前掲書 497 頁を参考にしている。 




1919（大正 8）年 史跡名勝天然記念物保存法 
1927（昭和 2）年 国立公園協会設立 
1929（昭和２）年 国宝保存法 
1930（昭和 5）年 政府内に国際観光局設置 
1931（昭和６）年 国立公園法 
1946（昭和 21）年 運輸省業務局に観光課設置 
1948（昭和 23）年 内閣に観光事業審議会設置 
1950（昭和 25）年 国土総合開発法 
1950（昭和 25）年 日本国鉄推せん旅館規程 
1952（昭和 27）年 旅行あっ斡業法 
1956（昭和 31）年 都市公園法 
1963（昭和 38）年 観光基本法 
1965（昭和 40）年 山村振興法（10年間の時限立法） 
1966（昭和 41）年 古都における歴史的風土の保全に関する特別措置法 
1966（昭和 41）年 首都圏近郊緑地保全法 
1970（昭和 45）年 過疏地域対策緊急措置法 
1971（昭和 46）年 旅行あっ旋業法一部改正、旅行業法となる 
1971（昭和 46）年 自然環境保全法 
1974（昭和 49）年 国土利用計画法 
1974（昭和 49）年 生産緑地法 
1986（昭和 61）年 国際観光モデル地区第 1次指定 
1987（昭和 62）年 リゾート法施行 
1987（昭和 62）年 国際観光モデル地区第２次指定 
1988（昭和 63）年 国際コンペンション・シティ第 1次指定 
1990（平成 2）年 過疏地域活性化特別措置法（10年間の時限立法） 
1991（平成３）年 観光交流拡大計画策定 








1955(昭和 30)年～1960(昭和 35)年の間に東武鉄道が行ったサービス向上策は 、ロマンスカ
ーのスピードアップ(浅草・東武目光間-115 分-)、明神・東武日光間の複線化、山岳夜行列車
の運行 、ロマンスカーに冷房装置の設置などである。1960(昭和 35)年～1965(昭和 40)年には、
デラックスロマンスカー(以下 D.R.C)の導入 、D.R.C のスピードアップ(浅草・東武日光間-104
分-)、D.R. Cにスチュワーデス乗務、快速列車運行開始、北鹿沼・明神間の複線化、D.R.Cの
往復運転を 7 回から 11 回に増加させるなどのサービスを行い、1965(昭 和 40)年～1970(昭和
45)年には、大宮発の不定期急行の運転開始、新鹿沼・北鹿沼間の複線化などを行った。また、
1970(昭和 45)年～1975(昭和 50)年には、D.R.Cのスピードアップ(浅草・東武日光間-101分)、
東武日光線全線の複線化、D.R.C の往復運転を 11 回から 14 回に増加するなどのサービスを行
った9。 
鬼怒川線において、1955（昭和 30）年から 1960（昭和 35）年にかけて、ロマンスカーのス
ピードアップ、冷房装置の搭載などが行われ、1960（昭和 35）年から 1965（昭和 40）年にか
けて、D.R.C の導入、スピードアップ、D.R.Cのスチュワーデスの乗務、鬼怒立岩信号所・鬼怒
川温泉間の複線化、鬼怒川公園駅の改良工事などのサービスが行われた。また、1965（昭和 40）
年から 1970（昭和 45）にかけて、大宮発の不定期急行列車の運行が始まって、1970（昭和 45）
年から 1975（昭和 50）にかけて、D.R.C のスピードアップなどのほかに、D.R.Cの往復運転の
回数を増やすなどのサービスが行われた。 
 東武鉄道は 1955(昭和 30)年から 1975(昭和 50)年にかけて、特急・急行のスピードアップ、
運行回数の増加、全線を複線化するなどの鉄道サービスを行い、また関連会社とともに、スキ
ー場などの開設を行った。こうした中で 、日光市における年総入込客数は、1955 年に 230 万
5 千人であつたものが、1975 年には 782 万 7 千入となり、552 万 2 千入の増加となった(図表
３)。また,東武鉄道の利用者客数も 1955年には 73万 7千人だったものが、1975年には 107万
7千人となり、34万人増加している。 
1931年に鬼怒川温泉ホテルは開業して以来、鬼怒川・川治温泉には旅館ホテルが次々に開業
始めた。特に、1950（昭和 25）年から 1955年まで竜王峡が日本観光 100 選に入選したことも
あって、30件以上のホテル・旅館が開業した10。 
鬼怒川温泉の宿泊客数は、1993年の年間 342万人をピークに、客数は減少傾向にある。1995
年に 278 万 2 千人であった宿泊客は、1999 年末に､日光市が世界遺産に登録されたことから､ 
一時的に宿泊客が増加し 240 万人を超えたが、2000 年に減少し、2004 年度には 200 万人を割




                                                   
9 益子輝男・為国孝敏・中川三郎、前掲書、498 頁を参考にしている。 
10 益子輝男・為国孝敏・中川三郎、前掲書、498 頁を参考にしている。 








































































                                                   
12 王琰「戦後日本の旅行市場と銀行業の展開過程 JTBの事例から」『現代社会文化研究』第 32号、2005年
3月、70頁を参考にしている。 
13『旅行業界』、教育社、1988 年、50 頁を参考にしている。 
14日本交通公社インターナショナル『JTB120 年史』（米）、1974 年、12 頁を参考にしている。 
15 
























1945年 9月 1日、社名を「財団法人日本交通公社」と改め、再出発した。 


























 1960 年以降、外貨持ち出し枠が数回にわたり緩和され、また 1964 年の海外渡航の自由化か

















                                                   
16 王琰、前掲誌、72頁を参考にしている。 




























                                                   
20「鬼怒川・川治温泉動きを追う」『月刊レジャー産業資料』No.457、2004 年 10 月、61 頁を参考にした。 




















































年、米商務省は 1983 年度の対日貿易赤字が 200 億ドルを突破したと発表した。このような状
況を受けて、レーガン大統領は財政赤字消減案に署名した。1984年度の対日貿易赤字は 376億
















1985 年 9 月 22 日には、G5（「先進国５カ国蔵相・中央銀行総裁会議」）において、「ドル高
修正のための為替市場への協調介入の強化」で合意した。このドル高政策放棄のプラザ合意の
結果、円が急騰し、1985 年 2 月の 1 ドル 263 円から、1988 年には 1ドル 120 円台と円高が急
速に進展した。 
                                                   
22「民活法リゾート法制定の背景」の内容は、山崎美代造・斎藤秀樹・蓬田勝美、『足利銀行一時国有化と企
業再生の軌跡』下野新聞社、2007年 3月 31日、23-26頁を参考にしている。 
20 
また、1989年の日米構造協議で米国は、日本へ次のように要求してきた。 












の弾力性実質など、企業化のための基盤整備、研究開発などしやすくするほか、1987 年 12 月
には「総合保養地整備法」（以降リゾート法と称する）が制定され、全国で開発ブームが起きた。
これらの民間デベロッパーの群がりと地価高騰の引き金を作った。 
国は 1987 年 5 月には公共投資など 6 兆円を上回る財政措置による内需拡大を講じることを
決定するとともに、公定歩合は 1986 年 1月から 1987年 2月にかけて 5回にわたり引き下げら
れ、その後景気は確かなものになったにも関わらず、1989 年 5 月まで 2.5%という史上最低水



























法として民活法は 1986（昭和 61）年 5 月に成立したものである。民活の概念は内需を民間主
導で創出する点に力点があった。 
正式名「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法」（1986
（昭 61）年法律第 77 号）は、技術革新、情報化及び国際化といった経済的環境の変化に対応
して、経済社会の基盤の充実に資する各種の施設（特定施設）の整備を民間事業者の能力を活
用して促進することを目的として、1986（昭和 61）年 5月 30 日に公布・施行された。  
当初は期限 10 年間の特別措置法として、６施設の整備を支援対象としていたが、その後、
一連の法律改正により、特定施設の追加及び期限延長を行っており、現在はリサーチ・コア、
情報化基盤施設、リサイクル施設等の 17 類型を支援対象としている。なお、この法律は 2007
（平成 18）年 5月までの時限立法となっていた23。 














                                                   
23「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法」の内容は、経済産業省ホーム
ページを参考にしている。（http://www.meti.go.jp/policy/policy_management/refrect/minkatsu-jigo-
seika/minkatsu/minkatsu-shiryou.pdf）2018 年 7 月 7 日。 
22 






























                                                   
24PPPとは、Public Private Partnership の頭文字で、行政（国や県や市町村など）と民間事業者が、連携
して公共サービスの提供等を行う仕組みのこと
（http://www.city.beppu.oita.jp/sisei/kouminrenkei/about.html）2018年 7月 10日。 
25PFIとは、Private Finance Initiativeの頭文字で、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、
経営能力及び技術的能力を活用して行う新しい手法である（http://www8.cao.go.jp/pfi/aboutpfi.html）
































                                                   
27 黒川和美、「本格化した経済構造改革時代に転機を迎えた民活法・民活法の果たした役割と民活法の時
代」、JASPA NEWS、http://www.ksp.or.jp/jaspa/news/latest.htm 






































                                                   




























（乗務員の付かない旅行）の「プッシュ・ボタン」（1964年 7 月開発）である。日本航空は 1965


































額の 8割以上を占め、この中で日本交通公社は 5 割以上を占めていた。それに従業員数から見
ても、日本交通公社は断然トップの従業員数を所有していた（図表３－２を参照）。 









                                                   
36 王琰、前掲誌、77，78頁を参考にしている。 
27 
図表３－２ 鉄道旅客協会 10社の取扱実績（1979年度） 
 





















                                                   















































































































債券安のトリプル安であったが、その背景には 1989 年 5 月の 2.5%から 1990 年 8 月の 6%に至
る 5 回にわたる公定歩合の引き上げや 1990 年 3 月の大蔵省による不動産関連融資の総量規制
の実施があった。株価は 1989 年 12 月の大納会で 3万 8,915 円 87 銭の史上最高値を記録した
後、1990年のはじめから 32ヵ月下げ続け、1992 年 8月 18日には 1万 4,309 円 41銭と 6割以























1990 年 3月と 12 月の大蔵省通達による不動産部門融資への総量規制が、足利銀行の貸出金を
はじめとした資産価額の急激な減少を引き起こし、不良債権発生の大きな引き金になっていた。
特に、リゾート事業等の開発に係る行政への協力、そして、それに係る企業と融資期間が広が
                                                   
39 山崎美代造・斎藤秀樹・蓬田勝美、前掲書、34頁を参考にしている。 

























                                                   




































のピーク時 3,137 千人から減少を続け、1999（平成 11）年には 2,373千人まで落ち込んでいた




2000 年時点で鬼怒川温泉の収容人員は 22,697 人、川治温泉は 2,750人となっている。宿泊
施設の稼働率は、鬼怒川温泉は 1991 年の 36.7%をピークに落ち込んでいる（2000年で 29.1%）。
川治温泉は 30%前後で比較的に安定して推移している。 
③ホテル・旅館の倒産状況 




の倒産件数は､対前年比 2.7％増の 112件(2004（平成 16）年は 109件､2003（平成 15）年は 91
件)であった｡倒産原因としては､ⅰ）売上げ・販売不振（対前年比 10.3％増の 64 件｡構成比は











                                                   
43「従来型観光地での地域の魅力の再発見または創出と、それを活かした集客力回復とまちの再構築に関する
調査報告書（栃木県藤原町・鬼怒川温泉）」、『国土交通省 関東運輸局 栃木県藤原町』、2005 年 3 月、「Ⅰ．
鬼怒川温泉の現状と課題」、1－28 頁を参考にしている。 
44 東京商工リサーチ「2005 年宿泊業（ホテル・旅館等）の倒産状況」、『倒産月報』、2006 年 1 月、2 頁を参
考にしている。 
45 棚瀬桜子「『安全弁』喪失で倒産増加」『エコノミスト』No.3807、2006年 3月、33頁を参考にしている。 
46 棚瀬桜子「レジャー・リゾート県連事業会社にみる倒産の実態」『月刊レジャー産業資料』、No.470、2005
年 11月、69頁を参考にしている。 


































                                                   
年 2 月 16 日（http://www.tsr-net.co.jp/new/data/1175338_818.html）2018 年 6 月 18 日。 
48「ぬるま湯出た銀行員｣ 『日本経済新聞』 2003 年 1 月 31 日。 
49「どうなる足利銀行（４）各旅館への配慮に危機感」（連載）『読売新聞栃木版』2003年 12月 10日。 
50 岩城成幸、前掲誌、9、10頁を参考にしている。 
36 
小 括  
 
1990 年 3 月の大蔵省による不動産関連融資の総量規制の実施を頂点とする一連の施策によ
り、バブル経済は反転し、崩壊し始めた。不動産融資に傾斜してきたノンバンクやノンバンク
に資金を供給してきた銀行の不良債権が累積し、経済に深刻な影響を及ぼすようになった。 
































































 全国の金融機関の担保別貸出残高の推移をみると、図２のとおり 1996 年度頃まで増加が続
き、その後減少に転じる。そのうち、不動産・財団抵当貸付は 1992年頃から減少に転じる。こ
                                                   











年 3月期に戦後初めて当期純利益 919 億 1,700万円の赤字を計上した。1996 年 11月には、足
利銀行の株価が急落し、1997 年度、1998 年度には戦後初めてとなる 2 年連続当期損失を計上
した。これは、バブル経済の崩壊による経済の長期停滞に耐え切れず、融資先の経営が悪化し
て不良債権が多発した結果である。 




期では、不良債権 2,155 億円の処理を行った。そのため、初めて 1,000億円を超える 1,182億
円余の赤字決算に陥り、自己資本率が 4%台までに低下した。その後、不良債権処理は続き、1999
年 9月には国の金融再生委員会が 1,050 億円の公的資金注入を決定した。 
 県内企業にも不良債権処理の影響が出始めた。2000 年 12 月には足利銀行のメイン取引先で
あり、県内きっての老舗百貨店である上野百貨店が倒産した。2002年 1月には県を含む 299億
円の増資を決定し、2001 年度決算では 1,281 億円の当期損失を計上して優先株も無配当にし
た。2002 年度決済でも赤字決算になり自己資本率は 4%台になって、2003 年 8 月には金融庁が














































達により、不動産部門融資への総量規制が行われて、不動産担保貸出金は 1993 年 3 月期の
20,561億円をピークに急減した。不動産担保に代わって、信用保証協会等による保証担保貸出








貸付は 1999年 3月の 22,440億円をピークに減少し、総貸出残高も 1997年から減少した58。 
2000年頃はバブル経済崩壊以降の景気悪化の長い状態が続き、企業経営が今までの蓄積の限
界を通り越して経営の限界が出始め、貸し出しが全体的に減少へと向かった。栃木県内では、





貸出残高の 1999 年度県内総生産額に占める足利銀行の 2002 年 6 月 30 日現在の貸出残高の






























































2004 年 8 月、足利銀行の池田憲人頭取は､｢足利銀行再建の道筋では､地元のために汗をかき､
貢献するという地銀としての存在意義を忘れないよう肝に銘じている｣65と言っている。 
一方、2002（平成 14）年の観光地入込客数は、5,374万人と日帰り客の増加により 3年ぶり






















66「リレーションシップ・バンキングの機能強化に関するアクションプログラム」金融庁、2003 年 3 月 28
日（https://www.fsa.go.jp/news/newsj/14/ginkou/f-20030328-2.html）を参考にしている。 
67 ｢金融検査マニュアル別冊・（中小企業融資編）｣
（https://www.fsa.go.jp/manual/manualj/manual_yokin/bessatu/kensa01.html）2018年 6月 18日。 






























2003 年 12 月に、預金保険機構の指名により横浜銀行出見身の池田憲人頭取が就任、預金保
                                                   
69 ｢特色ある取組の事例｣、金融庁（ http://www.fsa.go.jp/news/newsj/15/ginkou/f-20031007-2/03.pdf）
2018 年 6 月 9 日。 
70 細谷亮夫 ｢銀行の温泉旅館専担チームによる旅館再生アプローチ｣ 『旅館・ホテル経営の再生と実務』 
(銀行法務 21 別冊, 事業再生シリーズ) 経済法令研究会、2003 年、104 頁を参考にしている。 
71 ｢足利銀行､ 温泉旅館再生へ専担チームが活躍｣『月刊金融ジャーナル』 No.553、2003 年 8 月 77 頁；｢温
泉人に尋く､その７足利銀行・温泉旅館専担チーム｣『温泉』No.774、2003 年 11 月 25 頁を参考にした。 
72「経営指導、新情報の鍵」、『下野新聞』、2005 年 3 月 18 日。 
73「中小企業活性化のために地域金融機関に求められる役割」『商工金融』2005 年 3 月 40 頁を参考にした。 












自己資本不足に陥る懸念が生じたことから､1998（平成 10）年と 1999（平成 11）年に､公的
資金 (それぞれ 300 億円と 1,050 億円)の注入が行われた｡また､1999 年８月には､地元企業を
中心に第三者割当増資(428 億円)も行われた｡だが､自己資本の減少に歯止めはかからず､その







2003（平成 15）年 11月､中央青山監査法人が９月決算での繰延税金資産(約 1,200億円)の計










                                                   
75 帝国データバンク ｢第３回：銀行 132 行９月中間期 不良債権実態調査｣ 
（http://www.tdb.co.jp/watching/press/p001205.html）2018 年 6 月 8 日。 
76 ｢地元栃木に広がる？赤字企業｢切捨ての危機｣｣ 『Forbes』No.144、2004 年 3 月、60 頁を参考にした。 
77 ｢足利銀行､ 破たんの原因－預金保険法 115 条報告書から｣『読売新聞』(栃木版)、2004 年 10 月 15 日。 
78金融庁、『破綻金融機関の処理のために講じた措置の内容に関する報告』2004 年 12 月、14 頁を参考に。 
79 栃木県 ｢知事記者会見｣ 、2004 年 7 月 13 日















































この資金により､1,888 件､380 億 3,015 万円の融資が行われた81｡このほか､中小企業再生支援
資金（50億円）等による手当て82､企業再生ファンドの創設等もあり､連鎖倒産等の大きな混乱
は､ひとまず回避されたと言える。83｡ 





（平成 16）年６月 11 日､足利銀行が､決算と同時に発表した経営再建計画では､今後３年間で､











いビジネスと言われている。日本で話題なってきたのは、2002年 12月 10 日に行われた 
事業再生研究機構主催で笹川記念館での「事業再生の担い手？ターンアラウンドマネージャ」
と題するシンポジウムが大きな引き金になったと言われている。中小企業はバブル経済の影響
                                                   
80 ｢地元栃木に広がる？赤字企業｢切捨ての危機｣ 『Forbes』No.144、2004 年 3 月、62 頁を参考にした。 
81 栃木県 ｢足利銀行問題対策の主な成果 (中間総括)｣、『第 17 回 栃木県金融危機対策本部会議 次第』 2005
年 5 月 17 日（http://www.pref.tochigi.jp/syoko/sonota/03/17.pdf）2018 年 6 月 8 日 
82 栃木県商工労働観光部経営支援課 ｢足利銀行の破綻・一時国有化に伴う県制度融資等での対応状況｣ 2005
年 9 月 14 日、1～2 頁を参考にしている。 




















年 7月 9日に設立された。同年 8月 31日に中間企業向けに 30億円の、同年 11月 25 日に中小





































そのため、A ファンドと B ファンドを組成して、その運用により企業再生を担う役割を果たすの
が、ファンド運用会社である TIP の役割である。投資期間は、3 年間、回収期間は 4 年間の 7 年間










                                                   
85山崎美代造・斎藤秀樹・蓬田勝美、前掲書、75頁を参考にしている。 
86 栃木県商工労働観光部 ｢とちぎ地域企業再生ファンドに関する調査・検討報告書について｣ 2004 年 6 月 9
日（http://www.daiwasmbcpi.co.jp/news/040610/040609.pdf）；猪瀬壮太郎、｢北海道ととちぎ地域再生ファ
ンド等の現状と４つの課題｣『季刊 事業再生と債権管理』No.108、2005 年４月 124～125 頁を参考にした。 
87 日本政策投資銀行、｢とちぎ地域企業再生ファンドへの出資について｣










































































































































 協議会の私的整理手続きについては、中小企業庁より 2008 年 4月 4日に公表されている「中
小企業再生支援協議会事業実質基本要領」（以下「実質要領」とする）、及び中小企業庁より 2009








                                                   
92 山崎美代造・斎藤秀樹・蓬田勝美、前掲書、121頁を参考にしている。 
93「独立行政法人 中小企業基盤整備機構」、ホームページ 
（http://www.smrj.go.jp/supporter/revitalization/index.html）2018 年 6 月 8 日。 
94『「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領」Ｑ＆Ａ、』中小企業庁、2014 年 1 月 20 日改訂



































                                                   
95 山崎美代造・斎藤秀樹・蓬田勝美、前掲書、123～124頁を参考にしている。 
96 株式会社産業再生機構は、株式会社産業再生機構法に基づき、2003 年から 2007 年の 4 年の間だけ存在し
た特殊会社で、活動期間中、再生支援が決定した事業者は計 41 社である。 
54 
融再生プログラム、産業活力再生特別措置法の抜本改正、産業再生機構の創設が含まれた。 
また、2002 年 12 月 19 日に「企業・産業再生に関する基本方針」97が発表され、以下のように民
間を補完するという位置付けで企業・産業再生のための政策的な支援措置の拡充が唱えられた。 
以上の流れの中で、翌年お 2003年 1月 28日に国会へ「株式会社産業再生機構法案」が提出され、


























                                                   
97 首相官邸産業再生・雇用対策戦略本部、平成 14年 12月 19日 





http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_housei.nsf/html/housei/15620030409027.htm2018年 7月 3日。 
55 
（３）産業再生機構の支援先と中小企業再生101 
 産業再生機構がその存続期間中に支援を行った企業数は 41社となっている。 









出典：「３年目の再生機構」『日刊工業新聞』2005年 4月 15日；『季刊事業再生と債権管理』No.108 
















                                                   
101 同前 99、（http://www8.cao.go.jp/sangyo/ircj/ja/pdf/sonota_news_2007031501.pdf）。 
102 岩城成幸、前掲誌、18、19 頁を参考にしている。 
103 ｢産業再生機構､ 旅館３社の支援決定｣ 『東京新聞』、 2005 年 2 月 4 日；冨山和彦 ｢産業再生機構が果た




























明治 21 年創業の｢あさやホテル｣は､1,800 人収容可能という代表的な大規模ホテルであった｡バ
ブル期に､73 億円あまりを投じて建てた豪華絢爛施設｢秀峰館｣が､苦境の一因になったと言われて
いる｡大型旅館であったため､バブル崩壊以降も､団体客から個人客への方向転換が難しく､宿泊客
の減少傾向に歯止めがかからず､経営は悪化していった｡平成 16年 12月 18日に､産業再生機構によ
る支援が決定した｡再生の可能性について､産業再生機構は､｢鬼怒川地区の一番館としての集客力
                                                   
104「不良債権処理､ 温泉街に荒波｣ 『毎日新聞』、 2006 年 4 月 27 日。 
105 ｢再生機構支援 栃木の温泉ホテル｣『東京新聞』、2005 年 5 月 23 日。 
106｢経営権放棄に苦悩｣『下野新聞』、2005 年 3 月 17 日。 
107 ｢できるか､ 地域底上げ｣『下野新聞』、2005 年 3 月 19 日。 
108 産業再生機構 、｢金谷ホテル観光株式会社に対する支援決定について｣、2 頁を参考にしている
（http://www.ircj.co.jp/pdf/shien_kanaya_2005020301.pdf）2018 年 6 月 18 日。 
109 産業再生機構、｢(鬼怒川プランドホテル) 事業再生計画｣、2 頁を参考にしている 



































                                                   
110産業再生機構、「（有限会社鬼怒川山水閣) 事業再生計画の概要｣、3 頁を参考にしている
（http://www.ircj.co.jp/pdf/shien_plaza_2005011802.pdf）2018 年 7 月 3 日。 






























年度末の 791 件（7,601 百万円）から、2016 年度末 684 件（6,416百万円）と件数と金額とも















































良債権比率を 20.62％から 6.3%へ減らす方針となった。 
足利銀行の退出に伴い、県内企業や万民への安定的な資金供給パイプを継続するため、栃木
県は「（株）とちぎインベストメントパートナーズ」を地域ファンド運営会社として 2004年に
設立し、その傘下に「とちぎ地域企業再生ファンド」（中堅企業向けの A ファンド 30億円、中
小企業向け B ファンド 50 億円）を設立した。これを支援する機構として、宇都宮商工会議所
内に中小企業再生支援協議会が設置され、再生計画策定の支援にあたるととなった。 






















































































































































































 日米による 1985 年のプラザホテルにおける円高ドル安の合意は、政府における円高は日本
の輸出産業に決定的打撃を与えるため、学者も財界人も円高不況を乗り切るためには内需拡大
するしかない、という合唱が強まった。1985年に経済対策閣僚会議の内需拡大に関する作業委




1986 年 5 月に「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法」
（昭和 61年法律７７号）（以下、「民活法」と称する）が成立し、関連優遇税制、建設費の一部
助成，市街化調整地域の市街化区域編入、開発強化の弾力的実施等、企業化のための基盤整備、




政府は 1987 年 5 月には公投資等 6 兆円を上回る財政措置のよる内需拡大を講じることを決
定するとともに、公定歩合を 1986年 1月から 1987年 2月にかけて 5回にわたり引き下げ、そ
の後景気は確かなものになったにもかかわらず、1989年 5月まで 2.5％という史上最低金利に
据え置かれたことがバブル経済の要因の 1つであると考えられている。 




曾有の金余り現象を作り、1986 年から 1991 年まで、いざなぎ景気に匹敵する長い株価と地価
                                                   
112「バブル経済の発生と崩壊」の記述は、箕輪徳二・三浦后美、『株式会社の財務・会計制度の新動向』、第
Ⅱ編、第 6 章「銀行に対する自己資本規制の新しい展開」、144～160 頁及ぶ、山崎美代造・斎藤秀樹・蓬田










1990年から株価が下落、バブル経済の崩壊が始まり、1990 年 2月の日経平均株価が 1987年
のブラックマンデーに次ぐ下落を示して、平均株価の終値は先週比 1,569 円安。同 3 月 22 日
には、円、株、債権のトリプル安が発生したのである。国土庁「1988年地価公示」による東京
圏住宅地平均上昇率は過去最高の 68.6％、大阪圏でも 53.6％も急騰したのが、1992 年公示価
額では東京圏マイナス 12.5％、大阪圏マイナス 23.5％と、以後連続下落が続いたのでる。 
1990年代には住宅金融専門会社（以下、「住専」と称す）の総貸出額の約 40％が不良債権化、



























米商務省、1993年対日貿易赤字が初めて 200 億ドル突発と発表 
日米円ドル委員会 





                                                   
113 山崎美代造・斎藤秀樹・蓬田勝美、前掲書「わが国における不良債権発生の原因」、29 頁を参考にした。 
114 松村勝弘・二上季代司稿、「日本の証券市場の歴史（4）：バブル崩壊以降」、『証券辞典』きんざい、2014





























































米対外貿易赤字 164.59 億ドル（史上最高） 
東京外国為替市場 1ドル＝174 円 60銭 
前川レポート（国際協調のための経済構造調整研究会報告116） 
NY市場株価市場最大落下（508 ドル、22.6%下げ幅）ブラックマンデー 




国土庁全国標準地価 1年間で全国平均 7.2%上昇と発表 
































するために創設された120。当初 2000 年 3月末までの 2年間の時限措置とされ、保証枠 20兆円
であったが、その後 2001 年 3月末まで延長され、保証枠は 30兆円（当時の中小企業向け貸し
出し額の約 1 割）まで拡大されたのである。なお、「特別保証制度」は 100％国が保証する保証
である。 
 バブル経済崩壊から、この制度の導入期間中（1998 年から 2001 年）の中小企業金融（信用
保証協会の業務）状況は次の通りである。 
 1985 年度から 1987 年度まで、保証承諾額は 6～7兆円で、保証財務残高は 10 兆円程度であ
った。代位弁済額は年間 2千億程度で落ち着いていた。1990 年度のバブル崩壊までの保証承諾
額は毎年 2 兆円ずつ増加し、1990 年度は 12 兆円となった。これにつれ、保証財務残高も 2兆
円から 3兆円に増え、1990 年度には、20兆円弱に伸び、代位弁済額は年間 1千億であった。 
1990年から「特別保証制度」ができる 1997年度までを見ると、当初 12 兆円であった保証承
諾額は 1997 年度 15 兆円に伸びていったのである。同年度の保証財務残高は約 30 兆円弱にな
ろうとしていた。この間の代位弁済額は当初 1 千億円台であったが 1992 年度から 3 千億円の
レベルに上がり、1997年には約 5千億円弱となったのである。 
保証承諾額のピークは 1998 年度で、約 29 兆円弱であった。保証財務残高は 1998 年度には
約 42 兆円に膨れ上がったのである。他方、代位弁差額は前年の約 5 千億円から約 7 千億円に
上昇している。1998 年度ピークになった保証承諾額は 2000 年度まで約 18 兆円～約 20 兆円弱
のまま続いていたのである（図表７―2参照）。 
                                                   
118内田衡純、「緊急保証制度とかつての特別保証制度の違い」、経済産業委員会調査室、『立法と調査』
No.301、2010年 2月 163頁を参考にしている。 
119「特別保証制度の概要」の記述は、内田 衡純、前掲誌、161頁を参考にしている。 




表表７－2 信用保証協会業務状況の推移（1996 年度から 2005年度）  単位：百万円 
年 度 
保証承諾 保証債務残高 代位弁済（元利計） 
件数 金額 件数 金額 件数 金額 
1996年度 1,562,514  15,166,544  3,789,779  29,200,228  47,521  422,270  
1997年度 1,607,959  15,275,914  3,928,782  29,558,852  52,395  498,725  
1998年度 2,235,638  28,966,568  4,459,155  41,991,674  71,705  698,387  
1999年度 1,669,584  18,777,572  4,701,372  43,019,146  76,371  801,020  
2000年度 1,631,783  19,633,486  4,694,217  41,459,739  104,759  1,073,336  
2001年度 1,301,184  13,225,842  4,565,987  37,011,995  126,194  1,234,966  
2002年度 1,320,510  14,042,696  4,386,362  33,188,496  138,488  1,260,357  
2003年度 1,382,701  15,196,461  3,944,998  31,102,201  119,930  1,021,650  
2004年度 1,229,488  13,162,929  3,737,942  29,743,347  97,422  827,913  













保証承諾額は 2001 年度 13 兆円～2003 年度 15 兆円、2005 年度には 13 兆円のレベルまで減少
し、落ち着きを取りもどしていることがわかるのである。保証債務残高も 2001年度の 37兆円
から 2005 年度には約 29 兆円になだらかに減少してきている。代位弁済額も 2001 年度の約 1






























                                                   
121 中小企業庁、『中小企業白書』、2000 年版、第 2 部、「3．企業倒産状況」を参考にしている。 
122「特別保証制度の問題点」に関する記述は、内田 衡純、「緊急保証制度とかつての特別保証制度の違












 信用補完制度の問題を検討するために、中小企業政策審査会基本政策部会は、2004 年 12 月

















                                                   
123 内田衡純、前掲誌、156 頁を参考にしている。 
124「金融庁による金融支援政策の見直し」の記述は、2001 年から 2007 年にかけて行われた「中小企業政策
審議会基本政策部会」の報告内容をもとに論述している。岡田悟、「信用保証にめぐる現状と課題」、『調査と































                                                   
125 中小企業庁、『信用補完制度のあり方に関する検討小委員会とりまとめ』、2005 年、
（http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/2005/download/050623publiccomment.houkokusyo.pdf）2018 年 9






















 特に、制度の維持に重要な代位弁済率は、1994 年度に 1.44%であったものが、2004 年度に









                                                   
126 信用保証協会、『信用保証協会業務状況の推移』（1985 年～2016 年）を参考にした














これによって原則 100％保証で取り扱っていたものが、2007 年 10 月以降は一部を除いて 20％
相当のリスクを銀行が負担することになった。 

















月 12 日；金融庁、『信用補完制度の見直しについて』、2018 年、
http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/shikinguri/hokan/index.htm を参考にしている。 
128 吉鶴祐亮、「中小企業金融円滑化法の論点と地域密着型金融」、国立国会図書館、調査及び立法考査局、財





























































                                                   
129 金融庁、「地域密着型金融の取組みについての評価と今後の対応について －地域の情報集積を活用した持
続可能なビジネスモデルの確立を－ ≪金融審議会 金融分科会 第二部会報告 概要≫」

































                                                   
131「安心実現ための緊急総合対策」の記述は、内閣府、『安心実現のための緊急総合対策』2008 年 8 月 29
日（http://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/2008/080829taisaku.pdf）2018 年 6 月 18 日。 
132「緊急保証制度」の記述は、内田衡純、前掲誌、161 頁を参考にした。 
78 





図表７－3 信用保証協会業務状況の推移（2007 年度～2011 年度）  単位：百万円 
年 度 
保証承諾 保証債務残高 代位弁済（元利計） 
件数 金額 件数 金額 件数 金額 
2007年度 1,094,269 13,027,325 3,443,053 29,368,164 85,906 794,262 
2008年度 1,330,882 19,581,113 3,432,308 33,919,169 104,717 1,035,806 
2009年度 1,179,065 16,625,178 3,389,640 35,850,651 107,450 1,141,976 
2010年度 1,002,990 14,172,296 3,294,020 35,068,273 86,796 936,644 






























小企業金融円滑化法」はできあがった（2009 年 11 月施行）。「中小企業金融円滑化法」は、

















（１）「中小企業金融円滑化法」（2009年 12月 4日）の施行133 
2009 年 9 月の政権交代に伴う民主党、社会民主党及び国民新党の 3 党による連立政権が発
                                                   















 先に「緊急保証制度」（図表７－2 信用保証協会業務状況の推移（1996 年度から 2005 年度
を参照）でも論述したように、代位弁済は 2008 年度、2009 年度 1 兆円を超えており、保証債















                                                   
134「中小企企業金融円滑化法」は 2009 年 12 月 3 日に公布、4 日に施行。金融庁、
（https://www.fsa.go.jp/common/diet/173/01/riyuu.pdf）2018 年 6 月 12 日。 


















5．「中小企業金融円滑化法」の延長から 2013年の終了まで139（2010 年～2013年まで） 
（１）「中小企業金融円滑化法」の延長 
 2010 年度頃の中小企業の状況を見ると、保証承諾額は依然として 14 兆円を超えており、保
証債務残高も 35兆円、代位弁済も 9千億超える状況であった。この状況から 2011年 3月まで





                                                   
136 金融庁、「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律に基づく金融監督に関
する指針、金融検査マニュアル等の公表について」2009 年 12 月 4 日、 
（http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20091204-1.html）；金融庁「主要行等向けの総合的な監督指針（本
編）新旧対照表」2009 年 12 月 4 日、（http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/200912 04-1/02.pdf）による； 
吉鶴祐亮、前掲誌、「中小企業金融円滑化法の施行に伴う関連措置」、89 頁を参考にしている。 
137 柳沢信高、「金融円滑化に向けた金融検査マニュアルの改定の概説」『旬刊金融法務事情』58（2）、 2010
年 1 月 25 日、22～28 頁を参考にしている。 













2012 年 12 月の衆議院議員総選挙による政権交代に伴い発足した、第 2 次安倍晋三政権の下









































































































                                                   
140 金融庁、金融審議会金融分科会第二部会、「リレーションシップ・バンキングの機能強化に向けて」2003
年 3 月 27 日、14 頁、（www.fsa.go.jp/news/newsj/14/singi/f-20030327-1.pdf）2018 年 6 月 18 日。 
141 金融庁、「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針 本編」、2014 年 12 日、124～125 頁、
（http://www.fsa.go.jp/common/law/guide/chusho.pdf）2008 年 7 月 14 日。 
142 雨宮卓史、「地域活性化における金融の役割―東海地域の金融機関及び大阪府の取組を例として―」、『レ


















金融円滑化法は地域密着型金融へ移転され 2015年度 2016年度の保証承諾額は 8兆円のレベ














                                                   
145「セーフティネット保証制度」に関する記述は、中小企業庁、中小企業信用保険法第 2 条第 5 項「経営安
定関連保証」及び、第 6 項「危機関連保証」を参考にしている
（http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_gaiyou.htm）2018 年 6 月 12 日。 
146８つの適用対象は、1 号:連鎖倒産防止；2 号:取引先企業のリストラ等の事業活動の制限；3 号:突発的災害
（事故等）；4 号:突発的災害（自然災害等）；5 号:業況の悪化している業種（全国的）；6 号:取引金融機関の破
綻；7 号:金融機関の経営の相当程度の合理化に伴う金融取引の調整；8 号:金融機関の整理回収機構に対する
貸付債権の譲渡である。中小企業庁、（http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_gaiyou.htm）2018 年













































（１）中小企業金融の状況（1985 年度から 2016 年度）  






昇し、バブル崩壊を契機として突如 1998年度 42 兆円、1999 年度 43兆円をピークとして、
「特別保証制度」導入の影響で急速保証債務残高を減少している。保証債務残高は 2007 年度






図表７－７ 中小企業金融の状況（全国）（1985 年度から 2016年度） 単位：百万円 
年 度 
保証承諾 保証債務残高 代位弁済（元利計） 
件数 金額 件数 金額 件数 金額 
1985年度 1,001,127  6,208,054  2,117,827  9,266,027  51,561  219,483  
1986年度 991,565  6,695,312  2,094,405  9,936,433  47,360  217,699  
1987年度 970,510  7,082,498  2,071,621  10,773,583  43,958  214,109  
1988年度 1,027,506  8,488,852  2,180,576  12,664,713  34,639  173,394  
89 
1989年度 1,061,195  10,208,248  2,325,209  15,601,189  21,324  107,156  
1990年度 1,162,372  12,204,148  2,541,325  19,478,068  16,068  87,832  
1991年度 1,210,185  12,164,941  2,703,831  21,549,135  21,001  171,761  
1992年度 1,411,752  14,149,313  2,928,073  23,813,279  30,527  302,582  
1993年度 1,538,337  15,125,122  3,199,301  26,175,684  36,387  359,205  
1994年度 1,491,157  14,684,001  3,441,001  27,474,997  41,337  385,357  
1995年度 1,554,418  15,448,997  3,620,512  28,624,318  44,687  417,372  
1996年度 1,562,514  15,166,544  3,789,779  29,200,228  47,521  422,270  
1997年度 1,607,959  15,275,914  3,928,782  29,558,852  52,395  498,725  
1998年度 2,235,638  28,966,568  4,459,155  41,991,674  71,705  698,387  
1999年度 1,669,584  18,777,572  4,701,372  43,019,146  76,371  801,020  
2000年度 1,631,783  19,633,486  4,694,217  41,459,739  104,759  1,073,336  
2001年度 1,301,184  13,225,842  4,565,987  37,011,995  126,194  1,234,966  
2002年度 1,320,510  14,042,696  4,386,362  33,188,496  138,488  1,260,357  
2003年度 1,382,701  15,196,461  3,944,998  31,102,201  119,930  1,021,650  
2004年度 1,229,488  13,162,929  3,737,942  29,743,347  97,422  827,913  
2005年度 1,140,009  12,980,235  3,489,022  28,796,430  80,368  687,192  
2006年度 1,175,809  13,659,133  3,458,486  29,266,105  78,708  685,187  
2007年度 1,094,269  13,027,325  3,443,053  29,368,164  85,906  794,262  
2008年度 1,330,882  19,581,113  3,432,308  33,919,169  104,717  1,035,806  
2009年度 1,179,065  16,625,178  3,389,640  35,850,651  107,450  1,141,976  
2010年度 1,002,990  14,172,296  3,294,020  35,068,273  86,796  936,644  
2011年度 869,972  11,553,307  3,282,380  34,446,374  77,586  860,797  
2012年度 762,417  9,751,836  3,189,748  32,078,613  71,056  777,853  
2013年度 731,712  9,306,831  3,068,922  29,778,513  60,522  650,974  
2014年度 714,340  8,939,404  2,949,589  27,701,740  49,771  526,570  
2015年度 694,526  8,967,054  2,796,391  25,761,647  44,338  445,256  








に行われているのが見える。貸付条件変更の実行件数も 2013（平成 25）年 3月末の 4,073,626

















































                                                   
148 保証限度額は、一般保証と同額であり、総額は 2 倍になる。 
149 名古屋中小企業支援研究会・日本公認会計士協会東海会・全国倒産処理弁護士ネットワーク中部地区、






























                                                   
150 金融庁、『金融検査マニュアル別冊』、44 頁による、














その後、入行 10年目（1957 年）の 37 歳で大阪支店長、（1959 年）39歳で東京支店長、1965年
（昭和 40 年）には 43 歳の若さで取締役に就任したのである。1978 年（昭和 53年）には満を
持して、初の生抜き頭取（当時の呼称は社長、その 3年後に頭取へ変更）に就任し、1997 年（平





第 2期（1966 年度～1978 年度） 
向江氏が、取締役社長就任までの期間の経営状況を論述する。 
第 3期（1979 年度～1985 年度） 
前半は藤松会長と向江社長の二頭体制、後半藤松会長が退任され向江社長単独の経営体制に
移行した時代の経営状況を論述する。 
第 4期（1986 年度～1993 年度） 
リゾート法が制定され、向江社長よりこれに適した経営方針が打ち出され、足利銀行の貸出
残高がピークになった時期の経営状況を論述する。 
第 5期（1994 年度～2002 年度） 





                                                   
152 足利銀行調査部編、『足利銀行史』、足利銀行、1985年、97～98頁を参考にしている。 
153 ｢検証 足利銀行破たん 第２部、『向江時代』行風｣『読売新聞』 (栃木版)、2004年 4月 2日。 
154 足利銀行、『有価証券報告書』1945 年から 2002 年までの「会社の概況」「事業の概況」を参考している。 
155 各期の経営活動については該当期の『有価証券報告書』を参考にしている。1992 年以降は有価証券報告
書』と株式会社足利銀行、『業務及び財産の状況等に関する報告』、平成 16 年 10 月 8 日；「『業務及び財産の





足利銀行の貸出残高は、1965年 3 月期では 1,588 億円で、サービス業 64億円、建設業は 32
億円であった。1966 年 3 月期では貸出残高 1,956 億円、サービス業は 73 億円、建設業 46 億
円、特に両期ともに建設業が少ないのが特徴であった。一方、預金は 1965 年 3 月期 2,005 億
円で、預貸率（預金に対する貸出金の比率）は 86.9％であった。同様に 1966年 3 月期の預金
残高は 2,280 億円で預貸率は 82％であった。このことから足利銀行は、創業以来の｢地元密着､
堅実経営｣が踏襲されていたのである。 












1966 年～1969 年の足利銀行を見ると、貸出残高は 3,469 億円になっており、内訳はサービ
ス業 155億円、建設業 125 億円、不動産業 104億円になった。この 4年間で年間約 20％程度の
ペースで貸出が増加している。特に建設業と不動産業の貸出が大きく伸びているのが見える。
1970 年 3 月末の預貸率は 84.5％で「堅実経営」を行っているものの、不動産、建設業に対す
る貸出が増え始めている。向江取締役は 1968年 5月常務取締役に昇格している。 
②1970年度から 1980 年度 
足利銀行は、貸出残高は 1970年 3 月期の 3,469 億円から 1兆 1,670億円（1979年 3月期）
と大幅に伸ばしている。同時期比で製造業は 2,078億円から 4,002億円、サービス業は 155億
円から 832億円、建設業は 177億円から 755億円、不動産業は 156億円から 545億円に増加し
                                                   
156「第 1期」の記述は、株式会社足利銀行、『業務及び財産の状況等に関する報告』（平成 16年 10月 8日）；
「『業務及び財産の状況等に関する報告』追加報告」（平成 20年 6月 30日）を参考にしている。 
157 1950～1951年にかけて別府、伊東、熱海における国際観光温泉文化都市建設に関する法律。 
158 京都、奈良、松江における国際文化観光都市建設に関する法律。 
159 1971（昭和 46）年からは「旅行業法」と名前が変わっている。 
160 益子輝男・為国孝敏・中川三郎「戦後における東武鉄道と日光、鬼怒川地域の観光との関連についての史
的考察」『土木研究』No.17、1997年 6月。 
161 第２部の記述は、同前注 43の資料を参考にしている。 
95 
ている。預貸率は期末残高ベースでみると 1970 年 3 月期 84.5％から 1979 年 3 月期 81.3％の
貸出の増加に伴って徐々に下がっている。この間向江氏の昇進が速く、向江氏は 1974 年 7 月
副社長、1978 年 6 月取締役社長に就任している（代表取締役は藤松会長及び向江社長）。1979
年 3月現在の店舗数は 101、3出張所と拡大している。 
足利銀行は、北関東地域一帯に 98 の本支店と 49の出張所があり、本拠地の栃木県内の貸出















①1979年度から 1981 年度 
藤松会長と向江社長の二頭取締役体制の時期の 1979 年～1981 年までの貸出は、1 兆 2,681
億円から 1兆 5,686億円に大幅に増えている。増加の状況を見ると、藤松会長、向江社長の二





1979 年 3 月末の預貸率は 80.1％から、1982 年 3 月末の預貸率は 74.84％に落ちている。そ
こから 73％～75％台に悪化している。つまり預金に対して貸出額が若干低下しているのであ
る。 
②1982年度から 1985 年度 
向井頭取単独の 1982 年 3 月期の貸出額 1 兆 5,686 億円（100）から 1986 年 3 月期の貸出額
は 2兆 3,575 億円（150）、87年 3月期 2兆 6,275 億円（168）で、この期間、向江取締役頭取
                                                   
162 株式会社足利銀行、『有価証券報告書』「営業の状況」、各年版を参考にした。 
163 益子輝男・為国孝敏・中川三郎，前掲誌、45 頁を参考にしている。 
96 
の下で、貸し出しが 82年 3月期比、87年 3月に 1.68倍に大幅に増加した時代である（図表８
－１参照）。 
 
図表８－１ 足利銀行の貸出残高と預貸率（1982年 3月期～1987年 3月期） 
決算期 貸出残高 預貸率 
1982年 3月期 1兆 5686億円 74.84％ 
1983年 3月期 1兆 7330億円 72.71％ 
1984年 3月期 １兆 9789億円 73.88％ 
1985年 3月期 2兆 1918億円 74.37％ 
1986年 3月期 2兆 3575億円 74.22％ 
1987年 3月期 2兆 6275億円 75.73％ 
出典：足利銀行『有価証券報告書』各年版より作成。 
 





1984 年、米商務省は 1983 年度の対日貿易赤字 200億ドルを突破したと発表した。1986 年 2
月 28日、米対外貿易赤字が史上最高と発表され、500億ドルに迫る巨額の対米貿易黒字国であ
る日本が打開を図るためのターゲットにされた。そして、「日米円ドル委員会報告」を機に急速
に日本の金融自由化は進展した。1985 年 2 月の 1ドル 263 円から、1988 年には 1 ドル 120 円
台と円高が急激に進展した。また、1989年の日米構造協議で米国は、日本へ次のことを要求し
た。 
ⅰ）1991年から 10年間で 430兆円公共投資資金を支出すること。 
ⅱ）住宅、宅地供給の税制と市街地開発地域規制の緩和。 
 ⅲ）大規模小売店舗法改正等の市場開放と規制緩和策。 
1984 年の G5 以降始まった円高は日本の輸出産業に決定的衝撃を与えたため、学者も業界人
も円高不況を乗り切る為には内需拡大しかない、という合唱が強まった。1985年に経済対策閣
僚会義の内需拡大に関する作業委員会が「内需拡大に関する対策」を決定した。 
1986 年 4 月には、国際協調のための経済構造調整研究会報告（前川レポート）が出された。
そして、対外不均衡の原因は輸出依存型経営の解消と内需主導型経済への転換であることを明
確にした。これが事実上の国際公約となったのである。 
1986 年 5 月に「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法」





化の弾力的実質化等、企業化のための基盤整備、研究開発等しやすくするほか、1987 年 12 月
には、「総合保養地地域整備法」（以下、「リゾート法」と称す）が制定され、全国で開発ブーム
が起きた。これらが民間のデベロッパー群がりと地価高騰の引き金を作ったのである。 
国は 1987 年 5 月には公共投資等 6 兆円を上回る財政措置による内需拡大を講じることを決
定するとともに、公定歩合は 1986 年 1 月から 1987 年 2 月にかけて 5 回にわたり史上最低の
2.5％まで引き下げられ、その後景気は確かなものになったにも関わらず、1989 年 5 月まで公



















1986年度の 2兆 3,690 億であった貸出金が 1993 年度は 4 兆 8,975億に 2倍強に増大したの







                                                   
165「足利銀行の 1986 年～1993 年までの概況と営業の方針」は株式会社足利銀行、『業務及び財産の状況等に








 組織改編では、1987 年 9 月、「法人向け業務」（推進）と「融資業務」（融資企画と審査）を
合わせて統括する部署である「法人業務部」を新設し、法人取引の強化を図ったのである。こ
のようにして、推進と融資審査が一つの組織で行われることになった。 





 1985 年 3 月当時 139 店舗であった店舗数を、1995 年 3 月までに 212 店舗に増加させるとと
もに、1990年には、東京都渋谷区に企業に対する融資業務を中心とする法人取引店として渋谷
支店を開設した。また、海外店舗は 1982 年ロンドン駐在員事務所（1991 年ロンドン支店）、
1895 年香港駐在員事務所、1986 年ニューヨーク駐在員事務所（1988 年ニューヨーク支店）を










向江頭取の指揮のもと、貸出は、1993 年 3月末,４兆 8,974 億円へとこの期間にピークをむか
                                                   
166 足利銀行ホームページ 
167 足利銀行、『業務及び財産の状況等に関する報告』、平成 16年 10月 8日、6頁以降を参考 
（http://www.ashikagabank.co.jp/news/pdf/abk_q477.pdf）2018年 7月 2日 
168 渋谷支店は、当行関連ノンバンクと一体となって融資拡大を図った。足利銀行、『業務及び財産の状況等
に関する報告』、平成 16年 10月 8日、「３．バブル期の経営施策」を参考にしている。 
169「関連ノンバンクによる融資拡大」の記述は、『業務及び財産の状況等に関する報告』、平成 16年 10月 8
日、5～6頁を参考にしている。 








る。足利銀行の不動産業への貸出は、1990年 3月末に 3,778 億円をピークとしてその後、３千
億円台の貸出残高が「一時国有化」されるまで続いた。 
ⅱ）「バブル経済崩壊」後の製造業融資残高と建設業融資残高 
 1990 年から株式が下落し、バブル経済崩壊の兆しを見せ始め、1990 年 2 月の日経平均株価
が 1987 年ブラックマンデーに次ぐ下落を示して、日経平均株価の終値は先週比 1,569 円安。
同年 3月 22日、円安、株安、債券安のトリプル安になったのである。 
 国土庁「1988 年地価表示」による東京圏住宅地平均上昇率は過去最高の 68.6％、大阪圏で
53.6％も急騰したが、地価が、1991 年、92年末から連続下落が続いた。 
 バブル経済崩壊による景気低迷による資金需要減少により、足利銀行の製造業融資は 1993




















1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年
不動産担保 保証担保
100 
 貸出金担保残高の推移を見ると、不動産担保貸出金が 1993年 3月期まで急速に伸びている。
何故ならば、バブル期の土地の急騰に合わせた土地担保貸出が急速に拡大したからである。
1990年 3月の銀行局長通達により、不動産部門融資への総量規制が行われて、足利銀行は、不





意識と決断が全体的に遅れていたことがうかがえる。そして保証担保貸し出しは 1999 年 3 月










らの借り入れは 1993年頃から増え続け、2001年 3月期 747億 7,800万円まで増加していった。
ここでは、足利銀行のバブル以降貸出抑制が行われず、不良債権の膨張に繋がっていった。そ
の後、系列子会社の借入残高の 747億 7,800万円の約半額余りの 300億円余りを母体銀行の足
利銀行が肩代わりしたため急減したが、足利銀行の「業務及び財産の状況に関する報告」（2004














図表８－３ 足利銀行貸出残高と預貸率の推移（1987年 3月期〜1993年 3月期） 
決算期 貸出残高 預貸率 
1987年 3月期 2兆 6275億円 75.73％ 
1988年 3月期 2兆 9856億円 76.31％ 
1989年 3月期 3兆 4676億円 76.62％ 
1990年 3月期 4兆 0802億円 75.17％ 
1991年 3月期 4兆 6419億円 86.52％ 
1992年 3月期 4兆 8660億円 89.71％ 






1998年劣後債 300億円、1999年 9月から 11月 1,050 億円行われた。 
まだ、地価の下落による融資額の評価の見直しは検討されていなかったようである。 
 










1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993
実質業務純益 29,542 28,536 35,248 37,291 34,773 43,149 49,208









図表８－５ 不良債権処理額・業務純益・含み損益・自己資本等の推移  （単位：億円） 
 
出典：足利銀行「業務及び財産の状況等に関する報告」、平成 16年 10月 8日、3頁より引用。 
 
ⅰ）1992年度 















                                                   
171 「第 5 期は」の記述は、足利銀行「『業務及び財産の状況等に関する報告』追加報告」、平成 20 年 6 月 30




産部門融資への総量規制を行った。1989（平成元）年 5月から 1年 3ヶ月の間に 5回の利上げ
が実施され、2.5%だった公定歩合は 6%台まで 引き上げられた。マネーサプライの増加率は、
1990（平成１）年には 11.7％、1991（平成２）年には 3.6%、1992（平成３）年には 0.6%とな
っている。 



























2006年 8月に ASBJ(企業会計基準委員会)より企業会計基準第 10号「金融商品に関する会計
                                                   
172「時価会計の導入」の記述は、箕輪徳二・三浦后美、『株式会社の財務・会計制度の新動向』泉文堂、2011

































                                                   
173「BIS 規制の導入」の記述は、箕輪徳二・三浦后美、前掲書、第Ⅱ編、第 6 章「銀行に対する自己資本規
制の新しい展開」、144～160 頁を参考にしている。 
174「金融ビッグバンの実行」の記述は、斎藤秀樹、『戦後日本の中小企業金融』、第 7 章「金融ビッグバンと
中小企業金融」、168～200 頁を参考にした；箕輪徳二・三浦后美，前掲書、144～160 頁を参考にしている。 
175「第 5 期」の記述は、株式会社足利銀行、「『業務及び財産の状況等に関する報告』平成 16 年 10 月；平成
20 年 6 月 30 日「『業務及び財産の状況等に関する報告』追加報告」、平成 20 年 6 月 30 日と『有価証券報告
書』各年版を参考にしている。 
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1993年度、1994年度の不良債権処理額はそれぞれ 583億円（100）、947 億円（162）へと 1.6







図表８－６ 不良債権処理額・業務純益・含み損益・自己資本等の推移  （単位：億円） 
 
























このため、1996（平成 8）年度は各業種とも貸出は伸び悩み、全体の貸出残高は、4 兆 6,907
億円と前年を 1千億円以上下回った。 
ⅱ．決算状況 
不良債権処理額は 517 億円と多額にのぼり、業務純益は 387 億円と少なかったため、国債や
株式の売却で 21 億円の当期利益を捻出したのである。1996（平成８）年度末に 1,147 億円あ




1996（平成 8）年金融 3 法が成立。同法に基づく早期是正措置制度が導入され、金融機関は
107 
資産の自己査定を行うよう要請されたのである。1997（平成 9）年 3 月、自己資産査定通達が
発出された。足利銀行のように、1998（平成 10）年 4月 1日時点で海外拠点を有しない銀行に
ついては、国内基準による自己資本比率 4％以上が用いられることとなった。 
国内基準では、自己資本比率が 2%以上 4%未満の場合は「経営改善計画の作成・実施命令」、
自己資本比率が 0%以上 2%未満の場合は「個別措置の実施命令」、自己資本比率が 0%未満の場合
は「業務停止命令」を発することができることとされた。 
ⅱ．金融危機の顕在化 
1997 年 11 月、三洋証券、北海道拓殖銀行、山一証券、徳陽シティ銀行等金融機関の破綻が
同時に起こり、金融不安が一気に拡大したのである。 
ⅲ．足利銀行の取り付け騒ぎ 
足利銀行は、不良債権比率が 10%前後（1997年度末 10.76%,1998 年度末 9.81%）と、他行に










減額となり、4兆 5,432 億円であった。 
ⅴ.決算状況 
1997（平成 9）年度の決算は、業務純益は、515 億円となったが、不良債権処理額が 1,318億
円（貸倒引当金繰入額 877 億円、債権売却損失引当金繰入額 16億円、貸出金償却額 448 億円）






④1998（平成 10）年度（1999年 3 月期） 
ⅰ．貸出の状況 
次項で述べる決算状況での 2,026 億円の不良債権処理額を帳簿上処置したことを考慮する
                                                   
1761997 年の足利銀行の決算状況は、足利銀行『業務及び財産の状況等に関する報』（平成 16 年 10 月 8




1999（平成 11）年 1 月 25 日に金融再生委員会により公表された「資本増強にあたっての償





 1999（平成 11）年度の決算は、1,182 億円の大幅な赤字決算となった。不良債権処理額は 2,159
億円（貸倒引当金繰入額 2,026億円、債権売却損失引当金繰入額 76億円、貸出金償却 73憶円）
であった。業務純益は 236 億円と前年度より半減し、これらの不良債権償却原資として、株式
等売却益 113 億円、利益準備金等の取崩額 545億円のほか、1999年 3月期から導入された税効
果会計の税効果相当額が充てられたのである。（図表８－６を参照） 
 この結果、自己資本比率は約 4.3%と 4%台を維持できたが、この後、税効果会計に依存する
脆弱な体質であり、破綻に至るまでその体質から脱却できないこととなった。 
















の計上額を圧縮することを強く意識した決算対策が講じられることとなったのである。   
ⅱ．「経営の健全化計画」の策定 










の売却益を 281 億円繰入ることにより、103億円の当期利益を計上し、配当もおこなった。 
繰延税金資産は、積み増されたのである（図表 8－6を参照）。 





















2001（平成 13）年 4 月、時価会計が導入された。足利銀行の保有株のうち、30%以上下落し
たものを全て減損処理した結果、2002（平成 14）年 3 月期 895 億円、2003 年 3 月期 776 億円
の合計 1,672 億円の多額の損失の計上となったのである。この時期の株式市場は概ね下落の一






















895 億円、一般貸倒損失引当金繰入額 222 億円を、繰延税金資産を 307 億円積み増したうえ、
剰余金を取り崩し、残り 1,280億円を当期損失とし、優先株も含め無配とした。自己資本比率
は、増資が寄与し、6.88%となった。 













危機的状況のなかで、1999（平成 11）年 8月と 2002（平成 14）年 1月の 2回もの第三者増

























県内中小企業向け総貸出残高（A）     3,622,460百万円 
  足利銀行の中小企業向け貸出残高（B）  1,843,505百万円  B/A＝50.9％ 















県内総預金残高（A）       7,716,074百万円 
   足利銀行の預金残高（B）    3,661,264百万円   B/A ＝47.5％ 




 貸出残高の 1990 年度県内総生産額に占める足利銀行の 2002 年 6 月 30 日現在の貸出残高の




  足利銀行の貸出残高 2,387,069百万円      
 県内総生産額  7,768,000 百万円        ＝30.7％ 
 
  県の 2002 年度当初予算 8,300 億円       








図表８－11  地方公共団体向け貸出の足利銀行の位置 
  県内地方公共団体向け総貸出残高（A）  2,589億円 










図表８－12 県制度資金融資における足利銀行の位置         単位：百万円 
  都市銀行     414      （0.7％） 
  地方銀行     28,758    （53％うち足利銀行 25,019の 44.6％） 
  第 2地方銀行   9,462     （16.9％） 
  信用金庫     12,223    （21.8％） 
  信用組合     2,498     （4.5％） 
  その他金融機関  1,714     （3.1％） 








     足利銀行の保証債務残高 207,227百万円       














2002 年度末を基準日として、2003 年 9 月～11 月の 2 カ月間、金融庁による立ち入り検査を
受けた。債務者区分、担保評価、引当率の適切性等について多くの指摘を受け、これらを踏ま






えた要追加償却・要引当額を前提とすると、2002 年度末の自己資本は 233 億円の債務超過であ
るとの検査結果通知を 2003年 11月 27日に受領したのである。 
 
（２）会計監査人よりの繰延税金資産全額の否認および特別危機管理開始決定 









 同日、足利銀行は、内閣総理大臣より、預金保険法第 102 条第 1項第 3 号に定める措置の必
要性の認定を受けるとともに、特別危機管理開始決定を受けたのである。  
 
（３）特別危機管理期間の足利銀行の状況（2003 年度～2007 年度） 
① 預金保険法 102条 3号の適用 
預金保険機構が全株式を強制取得、一次国有化され、その期間は特別危機管理銀行となる。
公的資金で不良債権が全て整理され、その後、受け皿となる金融機関が公募され、引き渡され
て、特別危機管理期間は終了する。通常の公的資金投入銀行（預金保険法 102 条 1 号）では、
公的資金で資本は増強するものの、自己努力で不良債権を処理してゆくのである。債務超過に
陥った足利銀行の場合は、国が公的管理して、債務処理をおこなう預金保険法第 102 条第 1項














図表８－14 預金保険法 102条第 1項 1号と 3号の違い 











預金 影響なし 全額保護 
株式 影響なし 無価値 
出典：山崎美代造・斎藤秀樹・蓬田勝美、『足利銀行一時国有化と企業再生の軌跡』、下野新聞社、 
2007年 3月 31日 
 
②2003年度～2007年度の業績の推移 
 足利銀行の貸付金残高は 2003 年 3 月期 4兆 0,148 億円から、2005 年 3 月末では 3 兆 1,855
億円まで減少したが、これは不良債権処理によるものが主で、その後リテーリングバンキング
の強化等の新しい融資戦略の展開により残高も増加していった。2007年 3 月では 3兆 2,130億
円まで回復していたのである。 
 また、預金残高は 2003 年 3月では 4兆 9,417 億円から、2007 年 3月では 4兆 2,205億円ま
で減少した。これは、銀行の一時国有化で積極的観誘を控えたことが大きな原因である。 
 実質業務純益は 2004年 3月の 521 億円から 2007年 3月には 210億円に減少したが、債務超
過額は 2004年 3月 6,790 億円から、2007年 3月では 2,900億円と 40.3％減少している。 
不良債権残高も 2004 年 3 月 7,317 億円に対して 2007 年 3 月では 1,641 億円と 22.4％まで
減少している。その結果不良債権比率は 2004 年 3 月で 20.62％だったものが、2007 年 3 月で
は 5.1％まで減少している。 
従業員数は 2003 年 3 月 2,829 人に対し 2007 年 3 月では 2,129 人に減少し、有人店舗数は
2003年 3月 171店舗から 2007年 3月 149店舗になっていて、健全経営に向け合理化が進んだ
のである。 











図表８－15 足利銀行業績の推移                （単位：億円） 
 2003年 3月 2004年 3月 2005年 3月 2006年 3月 2007年 3月 
貸出残高 40,148 35,474 31,855 31,911 32,130 
預金残高 49,417 44,762 43,600 43,104 42,205 
実質業務純益 485 512 455 440 210 
不良債権処理
損失額 
316 4,644 127 25 39 
純損益 －710 －7,828 1,219 1,603 212 
債務超過額 ― 6790 5,622 3,879 2,900 
不良債権残高 5,336 7,317 3,983 2,488 1,641 
不良債権比率 13.20％ 20.62％ 12.60％ 7.77％ 5.10％ 
行員数（人） 2,829 2,628 2,300 2,180 2,129 
有人店舗数 171 169 155 150 149 
出典：足利銀行決済関連資料より作成。 




足利銀行については、2008年 3月 31日までの間、主として以下の措置が講じられた。 
・預金保険法 102 条第 1 項 3 号に定める措置（「以下 3 号措置という」を講ずる必要がある旨
の認定及び預金保険機構が足利銀行の株式を取得することの決定（2003年 11月） 




・計画の履行状況の報告の提出（2004年 12月~2007 年 5月まで計 6回） 
・旧経営陣に対する責任追及（2005 年 2月）  
・受け皿についての検討・募集・選定（2006年~2008 年 3月） 
  
（２）預金保険機構による足利銀行の不良資産の買い取り 
資産健全化のために行われた預金保険法第 129 条（資産の買取り）と同法 59 条（資金援助
の申込み）に基づく資産買い取りは、合計で、簿価 5,922 億円、買取価格 999 億円であった。
（表添付⇒預金保険機構の表） 
すべて整理回収機構に委託され、同機構が債務者より取立を行い、整理された。 
                                                   
179「2007 年の足利銀行の特別危機管理の終了と野村證券への経営権の譲渡」の記述は、内閣府、『破綻金融





図表８－16  産業再生機構の支援先企業 
企業名 都道府県 支援決定 主な事業 売上高 
（株）ホテル四季彩 栃木県 2004.6.4 温泉旅館事業 4億円（2004/11） 
（株）あさやホテル 栃木県 2004.12.8 温泉旅館事業 45.2億円（2003/11） 
（株）金精 栃木県 2004.12.8 温泉旅館事業 3億円（2004/４） 
（有）鬼怒川温泉山水閣 栃木県 2005.1.18 温泉旅館事業 15億円（2004/５） 
鬼怒川グランドホテル（株） 栃木県 2005.1.18 温泉旅館事業 12億円（2004/５） 
（株）奥日光小西ホテル 栃木県 2005.2.3 温泉旅館事業 4億円（2004/９） 
金谷ホテル観光（株） 東京都、栃木県 2005.2.3 温泉旅館事業 29億円（2003/12） 












6月 30日、預金保険機構から足利銀行に対し、2,603 億円の金銭の贈与が行われた。 
④特別危機管理の終了 




株式譲渡額 1,200 億円を受け取った。（債務超過額 2,603 億円から 1,200 億円を差し引いた額





























2001 年 4 月、時価会計が導入された。足利銀行の保有株のうち、30%以上下落したものを全
て減損処理した結果、2002 年 3 月期 895億円、2003 年 3 月期 776 億円の合計 1,672 億円の多
額の損失の計上となった。この時期の株式市場は概ね下落の一途を辿り、2002年度末には日経
平均株価は 8000 円を割り込む事態となっていたことも影響したのである。 
⑥不良債権の償却により、有価証券の含み益等の財源を食いつぶす過程で、剰余金もなくな






































































































































1960 年以降、外貨持ち出し枠が数回にわたり緩和され、また 1964 年の海外渡航の自由化か









                                                   
180「団体力の本格化」の節は、王琰、「戦後日本の旅行市場と旅行業の発展過程―JTB を事例からー」『現代



























                                                   



































                                                   
182「宿泊客数の推移」『広報ふじはら』No．392、2006 年 6 月、出版社、4 頁を参考にしている。  
183 バブル経済放課後の鬼怒川温泉ホテル・旅館のお客ニ－ズ変化の対応困難性については、岩城成幸、「温
泉街の事業再生と地域金融機関―鬼怒川温泉と足利銀行の関係を中心に―」、国立国会図書館、『レファレン





























本グループ傘下 5ホテルのうち、鬼怒川温泉の 2ホテルは、当グループの最重要 2 ホテルで
ある。鬼怒川温泉全体でみてもトップホテルを構成しており、本グループ全体の売上に占める





                                                   
185「番組検証結果、クローズアップ現代（NHK）」   
186「ある大規模温泉旅館の経営状況」は、目 篤、『ある独立系最大手グループの 1985 年から 1996 年の経
営状況報告書』、1996 年 12 月を参考にして論述している。 
126 
（１）本グループホテルの事業環境の推移―売上高の推移から－ 
本グループホテルの売上高は、1985 年 12月 119 億 9百万円（100）から 1996年 12 月期は、
190 億 10 百万円（160）で、85 年比約 1.06 倍に増加している。しかし、売上高のピークは、
1993 年 12 月 236 億 41 百万円（199）で、85 年比 1.99 倍を記録していたのである。本グルー




本グループの売上高は、1985年 12 月期 119億 09百万円（100）から 87 年 12月期 143億 33
百万円（120）に増加、89 年 12月期 154 億 93 百万円（130）増加、91 年 12 月期 213 億 16 百
万円（180）に増加、93 年 12 月期 236 億 41 百万円（199）へと順調に増加したが、翌年の 94












































































前述した通り売上は 1985 年度（100）から 1993 年（199）度まで上昇を続けていたが（売上
2.0倍、総資産 2.8倍）、これは、外部負債見合いの大型投資を背景に売上増大を最優先すると
いう、当社創業以来の経営スタンスを反映させたもの。一方で、GOP は 1.4 倍に伸びたに過ぎ
ず、長年の費用管理軽視が伺えるのである。 
売上が 1993 年 12 月期（199）をピークとして急速に落ち始めているなかで、固定費節減が
追い付かず、1996 年 12 月期には 93 年 12 月期比較して GOP(営業粗利益：Gross Operating 
Profit)187は 0.57倍（19.62 億円/34.15億円）となり、キャッシュフローは 0.2倍にまで低下
し（キャッシュフローは、1993年 12月期 12.7億円をピークに、その後は、急速に低下し、96
年 12月期 2.48 億円になる。）、切迫した状況に追い込まれていることがわかる。 
当期利益は、1990年度まで、売上高利益率 1.5%~2.2%程度の利益であったが、売上の増加が
利益に結び付かない構造になるなかで徐々に低下しており、売上高がピーク前の 1991年 12月
期に 14 百万円の損失に転換し、92 年 12 月期 5.95 億円のマイナス、売上高ピーク時の 93 年




                                                   
187 GOP（営業粗利益）は、宿泊・円了・宴会といったホテルの売上高から人件費・材料費・保険料・賃借
料など原価を引いて、そこから配賦不能営業費用（総務・経理・人事・営業・マーケティング部門の人件費
や水道高熱非など）を引いた値である（snouwyuki.exbiog.jp 2018 年 5 月 3 日引用）。（資料の 13頁）指揮
者へのインタビュ－による。 
総合得点 サービス 部屋 食事 共用部分 全体感想 前年比
鬼怒川1ホテル（96/３） 74 76 74 73 76 71 3%
その他ホテル１（96/４） 69 69 66 69 73 68 3%
その他ホテル２（96/６） 82 84 84 79 85 77 1%





図表９－４ 鬼怒川温泉等グループ全体の「長期業績推移」      （単位：百万円） 
 
注：①グループ連結ベース 
  ②GOPは経営利益＋保険料＋租税公課＋貸借料＋減価償却費成り立っている。 
キャッシュフローは当期損益＋減価償却で成り立っている。96年 12月期は見込の数値を使用し（国内ホ
テルのみの合計） 
出典：1985年から 1996年 12月のグループ各ホテルの財務諸表から算定作成。 
 
② 95年度のグループ別経営成績 
図表９－５、95 年 12 月期の鬼怒川温泉等グループホテル「企業構成」においてみると、鬼
怒川の 2ホテルが、売上高、利益を稼ぎ出している。しかし、当期利益は、他のホテルに比較
して少ないといえでも、鬼怒川１がマイナス 41 百万円、鬼怒川２がマイナス 20百万円といず
れも損失を計上しているのである。すでにこの時期において、鬼怒川の温泉ホテル、旅館宿泊
業が、経営採算に合わない厳しい競争状況であったことを物語るのである。 
本グループホテルの総資産合計が、95 年 12 月期 395 億 86 百万円に対して、有利子負債が
333億 95百万円と、資産額比率 84.36％とかなり高い比率である。このことから、事業利益合
計 2.36 億円に対して有利子負債の利払後利益が、マイナス 8.59 億円である。支払利子額が








85/12 86/12 87/12 88/12 89/12 90/12 91/12 92/12 93/12 94/12 95/12 96/12
11,909 13,175 14,333 14,030 15,493 17,031 21,316 22,672 23,641 22,467 20,107 19,010
2,436 2,550 2,928 2,370 2,188 2,292 3,789 2,981 3,415 3,370 2,540 1,962
GOP比率 20.5％ 19.4％ 20.4％ 16.9％ 14.1％ 13.5％ 17.8％ 13.1％ 14.4％ 15.0％ 12.6％ 10.3％
1,283 1,480 1,803 1,233 1,097 1,212 1,795 846 770 1,089 415 -481
162 569 1,165 414 517 495 345 -510 -422 -11 -554 -1397
163 569 1,155 416 485 379 -14 -595 -515 -322 -636 ー
1,035 1,354 1,863 1,063 1,092 1,065 1,238 824 1,271 1,236 786 248
11,508 11,504 11,345 15,045 21,097 25,465 30,819 32,737 31,827 32,496 34,149 ー
11.1 8.2 6.1 14.2 19.3 23.9 24.9 39.7 25.0 26.3 43.4 ー















③93年 12 月実績から 96年 12月見込の比較によるグループホテル別売上高 
図表３－６本グループホテルの売上減少の内容分解においてみると、グループホテル全体の
売上は 85年 12月期 119 億 9百万円（100）として、92年 12 月期 226億 72百万円（190）、93
年 12月期 236 億 41百万円（199）とピークを付け、96年 12 月期まで 190 億 10百万円（160）
と減少に転じてきている（図表９－4 参照）。この間、クイーンズタワー新設による鬼怒川ホテ
ル２のみ、売り上げは 93 年 12月期がピークになって、その後低下する。 











図表９－６ 売上減少の内容分解（93年 12月実績と 96年 12月見込の比較） 
 グループ計 その他ホテル１ 鬼怒川１ その他ホテル２ 鬼怒川２ 
売上減少 25.2％ 26.1％ 22.0％ 17.9％ 31.3％ 
宿泊客減少 16.2％ 16.5％ 10.8％ 6.6％ 24.1％ 





























鬼怒川１ 6,111 1,025 269 277 -91 71 -20 576 556 11,721 6,584 4,505 2.36% 7.28%
鬼怒川２ 5,537 522 151 175 -58 63 5 235 240 5,808 5641 -478 3.01% 7.06%
その他ホテル１ 5,447 860 398 418 -100 59 -41 280 239 12,202 12,178 -3,313 3.43% 5.72%
その他ホテル２ 2,643 367 -88 -86 -295 30 -265 273 8 4,702 3,992 -2,196 -1.83% 3.98%
その他ホテル３ 31 -254 -315 -315 -315 3 -312 40 -272 5,153 5000 -312 -6.11% -5.34%




図表 3－7 において、本グループホテルの収支の推移を分析する。 
本グループホテルの売上は、91 年 12 月期 213 億 16 百万円（100）が、93 年 12 月期 236 億
41百万円（111）のピークをつけ、翌年 94年 12月期 224億 67百万円（105）へと減少に転じ、
96年 12月期 190億 10百万円（89）まで 3期連続で減少し、96年 12月の売上の減少は、ピー
ク時の 93 年 12 月に比較し 22 ポイント減少したのである。売上総利益（原価の大宗は料理原
価）は、91年 12月期 152億 89百万円の売上高比率 71.7％から 95年 12月期 147億 00百万円
の同前比率 73.1％と改善しているが、この期間に総利益額は 14 億 61 百万円の減収であった
のである。ホテル毎の跛行性は大きく、改善の余地は大きいとみられる。 
販管費は、91年 12月期 134億 94 百万円の売上高比率 63.3 から、93年 12月期 161 億 88百
万円同比率 68.5％まで増加、以後、総じて増加し、96年 12月期には、143 億 10百万円同比率
75.35 まで増加している。この販管費の主な勘定科目の内訳は、人件費が 91年 12 月期の同前
比率 21.7％から 96 年 12 月期 27.3％へ上昇し、同年度間で外注委託費は 5.1％から 5.4％増、
燃料費は 1.3％から 1.5％増、光熱費 1.6％から 2.4％増加している。これら固定費とエージェ
ント向け支払手数料（業者取り扱い宿泊収入＋α）×15％前後で売上比率の 7～8％で、販管費
の「その他営業経費」に含まれていると考えられ 91年 12月期 15億 21百万円の同前比率 7.1％
から 96年 12 月期 18億 08百万円同比率 9.5％まで増加、が主な増加要因である。大手エージ
ェントの旅館への送客への裁量権は広がる一方と言われており、料率の上昇・料率を乗ずる対
象なる売上の範囲拡大等が顕著となっている。 
この結果営業利益は、91年 12月期 17億 95百万円同比率 8.4％から 92年 12月期 8億 46百
万円同比率 3.7％に大幅に低下し、一時的に 94 年 12 月期に 10 億 89 百万円同比率 4.8％まで

























期以降 3 期連続減少している。売上総利益 91 年 12 月期の売上高比率 71.7％から 95 年 12 月
期 73.1％と改善している、絶対収入額は減少し厳しい状況がうかがわれた。こうしたことから
ホテルごと改善の余地は大きいとみられる。管理費は 91 年から 96 年まで総じて増加してお
り、人件費・外注委託費・光熱費など固定費とエージェント向け支払い手数料が主な増加原因
であることを分析した。 
100％　21,316 100％　22,672 100％　23,641 100％　22,467 100％　20,107 100％　19,010 100 100 100 100 100
100％　21,316 100％　22,365 100％　23,322 100％　22,127 100％　19,768 100％　19,010
71.7％　15,289 71.8％　16,274 71.7％　16,958 72.4％　16,268 73.1％　14,700 72.7％　13,828 81.8 70 66.7 73.7 50.2
71.7％　15,289 71.7％　16,038 71.6％　16,700 72.3％　15,997 73.0％　14,428 72.7％　13,828
63.3％　13,494 68.1％　15,428 68.5％　16,188 67.6％　15,179 71.0％　14,284 75.3％　14,310 77.4 79.9 62.9 68.2 46.8
21.7％　4,635 23.1％　5,245 23.0％　5,440 23.7％　5,334 25.8％　5,189 27.3％　5,187 31.6 40.7 31.1 26.3
7.1％　　1,512 7.8％　　1,771 7.4％　　1,749 7.8％　　1,759 8.0％　　1,616 8.3%　　1,570 7.6 10.6 6.6 7.7
1.9％　　409 2.0%　　445 1.9％　　455 1.5％　　340 1.7％　　351 1.7％　　318 1.3 1.8 2.2 1.3
1.6％　　341 1.8％　　401 1.8％　　426 2.1％　　423 2.1％　　423 2.4％　　457 4.1 3.7 1.2 4.2
3.3％　　703 4.1％　　922 2.4％　　574 2.3％　　519 3.3％　　663 2.9％　　549 2.8 0.9 3.7 1.5
1.7％　　362 1.8％　　401　　4131.3％　　304 1.3％　　282 1.3％　　259 1.4％　　273 0.1 0.8 0.8 1.1
1.3％　　270 1.1％　　260 1.1％　　271 1.1％　　254 1.2%　　237 1.5％　　275 1.4 1.1 1.8
1.8％　　383 1.7％　　392 1.3％　　302 1.0％　　215 1.0％　　194 0.9％　　171
1.3％　　270 1.4％　　319 1.4％　　327 1.4％　　323 1.5％　　309 1.2％　　236
5.1％　　1,092 5.9％　　1,334 7.6％　　1,795 6.7％　　1,507 5.2％　　1,049 5.4％　　1,032 3.7 0 2.2 3.1
7.1％　　1,512　7.9％　　1,792 8.0％　　1,899 8.6％　　1,924 9.3％　　1,869 9.5％　　1,800 13.7 6.9 6.8 1.6
53.9％　11,499 58.6％　13,293 57.3％　13,542 57.4％　12,898 60.5％　12,159 62.4％　11,867 67.3 66.5 56.8 61.2
17.8％　3,789 13.1％　2,981 14.4％　3,415 15.0％　3,370 12.6％　2,540 10.3％　1,962 14.5 3.5 9.9 12.5
17.8％　3,789 13.3％　2,981 14.5％　3,379　 15.2％　3,342 12.8％　2,524 10.3％　1,962
2.0％　　434 1.6％　　369 2.1％　　504 1.6％　　356 1.8％　　352 2.4％　　459 1.4 66.5 1.3
5.9％　　1,252 6.3％　1,418 7.6％　　1,786 ６.9％　　1559 7.1％　　1,422 7.8％　　1,645 8 7.3 3.1 7 6.2
1.4%　　308 1.5％　　348 1.5％　　356 1.6％　　366 1.7％　　351　 1.8％　　340 0.7 2.1 1.8




































キャッシュフロー 5.80% 1238 3.60% 824 5.40% 1,271 5.50% 1,236 3.90% 786 1.30% 248
国内ホテル計 5.80% 1238 3.70% 819 5.40% 1,262 5.60% 1,244 3.90% 772 1.30% 248
鬼怒川1 3.35% 710 -1.20% -269 3.20% 739 3.20% 712 2.80% 557 3.10% 583
鬼怒川2 2.50% 530 1.40% 306 1.70% 391 0.30% 57 1.20% 240 0% 0
その他ホテル１ -0.20% -53 2.80% 622 0.80% 184 1.40% 310 1.20% 240 -0.40% -69
その他ホテル２ 0.20% 51 0.70% 160 -0.20% -51 0.70% 164 0.00% 8 0.40% 79
その他ホテル３ -1.40% -273 -1.80% -345
96/12期見込91/12期 92/12期 93/12期 94/12期 95/12期
133 
こうした状況の下で、GOP（営業粗利益）比率は、91年 12月期末 37億 89百万円の売上高比率
17.8％から 93 年 12 月期末 34 億 15 百万円の売上高比率 14.4％に低下し、さらに 96 年 12 月
期末 19億 62 百万円の売上高比率 10.3％大幅に低下したのである。償却負担が大きく、営業利
益段階でも 96 年 12 期に 4 億 81 百万円の赤字転落する見込みである。同じく、経常損益は、
91 年 12 月期末 3 億 45 百万円の売上高比率 1.6％から、翌年 92 年 12 月期末－5 億 10 百万円
の売上高比率－2.28％の赤字を計上しはじめ、96 年 12月期－13億 97百万円同前比率－7.4％
という創業以来の大幅赤字が見込まれ、キャッシュフローベースでも２億円と限りなくゼロに
近づく経営ひっ迫が見込まれることがわかる（図表９－８を参照）。 
②本グループのホテル別にみた 95 年度・96年度の経営状況 
図表９－9 において「企業別・ホテル別にみた足許の収支状況」を次に分析する。 
ⅰ）鬼怒川ホテル１の財務分析 
鬼怒川ホテル１は、グループ中では、95年 12 月期売上 61 億 11百万円（100）から 96年 12
月期売上 56 億 72 百万円（93）に低下するも、最も高く、同期間において、売上総利益 45 億
72百万円の売上高比 74.8％から 43億 09百万円の同前比 76.0％に上昇している。同ホテルは、
売上低下に応じた対応が比較的有効に実行されたことにより、94 年 12 月期キャッシュフロー
7.12 億円の売上高比 3.20％から 95 年 12 月期 5.57 億円同前比率 2.80％にかけて急落したキ
ャッシュフロー水準を 95年 12月期 5.83億円の同前比 3.10％を何とか維持している。しかし、
経常利益は 96 年 12 月期－45 百万円の赤字に転落し、翌 96 年 12 月期―69 百万円の赤字が続
いた。しかし、グループのなかでは 3.68 億円の支払利息を 95 年 12月期に負担をしながらも、
懸命に経営努力に取り組んでいることがうかがわれるのである。 
つまり、鬼怒川温泉宿泊業者の懸命な経営努力にもかかわらず、95年以降は、団体宿泊客の
一層の減少が見られ、91 年 2,840千人が、92年 2,963千人に、93年 3,137 千人のピークを境
に、94 年 3,019 千人に減少に転じ、95 年 2,782 千人に、さらに減少したのである。この宿泊




ため、GOP 比率は低水準かつ大幅な減少傾向にある（95年 12 月期 5.22 億円の売上高比 9.4％
から 96 年 12 月 1.45 億円の売上高比 3.2％）。資本費・金利は他ホテルより負担が小さいが、
96 年 12月期は経常赤字 2 億円へ転落、キャッシュフローはゼロとなると見込まれている（図
表９－7を参照）。 
ⅲ）その他ホテル１ 
その他ホテル１は、材料仕入において同一需給圏にある鬼怒川１に対し、95 年 12 月期で売
上高 54億 47 百万円（100％）で売上総利益 39億 16百万円の 71.9％で、2.9％も低く、その格
差が 96年 12 月期には 3.6％まで拡大する。要因は、仕入原価管理が不徹底である模様。固定
費の削減も進まず、GOP の低下率は全ホテルの中で最大である。資本費・金利も支えられず、
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経常赤字は拡大、キャッシュフローも 96 年 12 月期にマイナス 69 百万円の同比率－0.40％に
転落する等、深刻な事態にある。 
ⅳ）その他ホテル２ 
その他ホテル２は、95年 12月期売上高 26億 43百万円（100％）で売上総利益は 19億 89百
万円の 75.3％が、96 年 12 月期の売上は 25 億 25 百万円（100％）で売上総利益 18 億 89 百万
円の 74.8％と、若干低下するものの、GOP 比率は 13.9％から 16.2％へ改善、経常赤字幅は－
2.64億円から－1.64億円に縮小、キャッシュフローは 8百万円から 79百万円へのぎりぎり黒
字であった。95年 12月期は地震や労働組合結成に絡んだ規律の緩みを背景に収支悪化したが、
事態沈静化と共に、収支は安定化した。しかし、依然投資負担を吸収できず、96 年 10 月の地
震の影響も不安要因として残る状況である。 
ⅴ）その他ホテル３ 













当社の短期資産のうち、棚卸資産が 2 億円台の低水準に抑制しているが、売掛金が 40 億円
～46億円台と大きい点及び現預金残高が 40～46億円と売上比 3.3％～3.8％とで大きい点が上
ホテル合計 19,768 14,428 73% 11,905 2,523 12.80% 2,105 1,404 418 -552 1,329 -632 772 -472
鬼怒川1 6,111 4,572 74.80% 3,546 1,025 16.80% 756 576 269 -15 368 -20 557 -156
鬼怒川2 5,537 3,939 71.10% 3,417 522 9.40% 371 235 151 85 233 5 240 183
その他ホテル１ 5,447 3,916 71.90% 3,056 860 15.80% 462 280 398 -45 518 -41 240 -70
その他ホテル２ 2,643 1,989 75.30% 1,622 367 13.90% 455 273 -88 -264 209 -265 8 -156
その他ホテル３ 31 12 37.90% 266 -254 -8.30% 61 40 -315 -312 0 -312 -273 -273
ホテル合計 19,011 13,829 72.70% 11,866 1,961 10.30% 2443 1,645 -481 -1,397 248 -524
鬼怒川1 5,672 4,309 76.00% 3,335 974 17.20% 713 540 262 43 583 26
鬼怒川２ 4,551 3,186 70.00% 3,041 145 3.20% 349 200 -204 -200 0 -240
その他ホテル１ 4,692 3,398 72.40% 2,899 499 10.60% 416 244 83 -313 -69 -309
その他ホテル２ 2,525 1,889 74.80% 1,479 409 16.20% 415 243 -6 -164 79 71




























げられる。売上債権・在庫に対して、支払手形・買掛金が 35 億円～78億円と 2.1％～4.7％の
比重が小さく運転資金が恒常的に必要であるうえ、現預金残高も大きく、旅館としてはやや例
外的な資金構造をなしている。 
 固定資産は 95 年 12 月期 273 億円（前年度 255 億円）を超え、回転期間も 16 ヵ月と大きく
なっている。過去一貫して増加させており、その他ホテル３関連のほかにも、95 年 12 月期中
に土地取得する等事業拡張意欲が大きいのが特徴である。同年度の土地 60.89億円で、前年度
59.19億円の 1.03倍に増加、建物 179.85 億円で、前年度 145.27 億円の 1.24倍に増加したの
である。宿泊客が減少する中の土地・建物の拡張であり、過剰設備投資を行っていると考えら
れる。投資資金は借入金依存である。長期借入金は、91年 12 月期 267億 88百万円（100）の
総資産比 86.9％、95 年 12 月期 276 億 23 百万円（105）の同前比 80.9％と著したい比率であ









流動資産 3.3 5,942 3.3 6,257 3.4 6,642 3.5 6,570 3.8 6,325 3.7 4.9 3.8
現預金 2.3 4,034 2.2 4,083 2.3 4,605 2.6 4,961 2.8 4,621 1.9 0.6 2.9
売掛金 0.7 1,280 0.7 1,284 0.6 1,260 0.6 1,100 0.7 1,091 0.5 0.2 0.4
棚卸資産 0.1 224 0.1 242 0.1 211 0.1 205 0.1 194 0.3 0.1 0
その他流動資産 0.2 403 0.3 648 0.3 566 0.2 304 0.2 418 1.1 4.1 0.4
固定資産 14 24,852 13.8 26,132 12.6 24,734 13.6 25,475 16.3 27,373 20 10 15.6
有形固定資産 12.7 22,543 13.1 24,817 12 23,550 13 24,285 15.6 26,200 16 8.7 15.3
土地 3.3 5,794 3.1 5,819 3 5,869 3.2 5,919 3.6 6,089 4.7 2.5 2.7
建物 1.1 1,899 8.7 16,441 7.9 15,496 7.8 14,527 10.7 17,985 9.8 6.1 5.4
その他 8.4 14,850 1.4 2,557 1.1 2,185 2.1 3,839 1.3 2,126 1.5 0.1 7.2
無形固定資産 0.1 231 0.1 261 0.2 483 0.2 466 0.3 463 0.2 0 0
投資その他資産 1.2 2,077 0.6 1,054 0.4 701 0.4 723 0.4 710 3.8 1.2 0.3
資産合計 17.3 30,819 17.3 32,737 16.2 31,827 17.4 32,496 20.4 34,149 23.7 14.9 19.4
負債 17.4 30,885 17.6 33,344 16.7 32,934 18.1 33,937 21.6 36,229 22.7 12.3 17.5
流動負債 2 3,468 3.4 6,457 3.5 6,969 3.8 7,086 4.7 7,844 4.7 0.5 3.4
支払手形 0.1 183 0 76 0 68 0 85 0 64 0 0.1 0.5
売掛金 0.3 489 0.3 550 0.2 480 0.2 452 0.3 476 0.2 0.1 0.3
短期借入金 0.9 1,675 2.5 4,699 2.5 4,988 2.9 5,385 3.5 5,796 4.2 0 2.2
その他流動負債 0.6 1,120 0.6 1,131 0.7 1,433 0.6 1,164 0.9 1,509 0.3 0.3 0.4
固定負債 15.4 27,418 14.2 26,887 13.2 25,965 14.3 26,852 16.9 28,384 18 11.8 14.1
長期借入金 15.1 26,788 13.9 26,257 12.9 25,324 14 26,121 16.5 27,623 17.8 11.8 14.1
その他固定負債 0.4 630 0.3 630 0.3 641 0.4 731 0.5 761 0.2 0 0
自己資本 -0.1 -240 -0.5 -931 -0.8 -1,493 -1 -1,828 -1.5 -2,466 1 2.6 1.9
（有利子負債計） 16 28463 16.4 30,957 15.4 30,312 16.8 31,506 19.9 33,419 22 11.8 16.3
95/12期94/12期93/12期92/12期91/12期
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1992年 12 月期から 95 年 12月期までの資金移動表（実質修正前）を見ると、経常収支は 6.08
億円～17.24 億円のプラスに推移し、93 年 12 月期 17.24 億円のプラスをピークにその後、若
干であるが低下している。決済設備収支は、毎年度、固定資産投資－5億円から－33 億円の範
囲で支出増となり、大幅マイナスになっている。93 年 12 月期を除いて、決済設備収支のマイ
ナス分を経常収支で賄っておらず借入金が大幅に増加し、財務収支は連続してプラスになって










売上高 22,672 23,641 22,467 20,107
売上原価 -6,398 -6,684 -6,199 -5,407
販管費 -15,428 -16,188 -15,179 -14,284
その他営業外収益 431 466 451 459
支払利息 -1,877 -1,564 -1,519 -1,329
その他営業外費用 -82 -217 -111 -155
減価償却費 1,418 1,786 1,559 1,422
棚卸資産増減 -18 31 6 11
他流動資金増減 -245 81 263 -115
他流動負債増減 11 302 -269 345
経常収支 608 1,724 1,695 1,121
連運資金要因 -301 361 147 253
損益要因 909 1,364 1,548 868
決済設備収支 -3,052 -558 -2,532 -3,374
財務収支 2,493 -644 1,194 1,913
収支過不足 49 522 356 -340












注：①96年度は 1月から 8月までの合計である。 




図表９－13グループホテル金融機関取引推移        （単位：百万円） 
  






































95年度 71 -129 218 94 754 656 -67 -222 -566 320 NA NA 272 NA NA 84 -48 254
96年度 -234 -70 -334 399 181 168 -41 -43 -243 119 32 -23 245 -366 252 -442 234 45








商工中金 8,930 26.7% 1,943 1,310 2,915 1,568 1,200
足利銀行 9,240 27.6% 877 1,586 5,041 637 1,100
日本興業銀行 7,562 22.6% 1,914 556 2,481 1,312 1,300
栃木銀行 4,677 14.0% 1,046 2,104 901 26 600
その他 3,026 9.1% 804 85 839 449 800








商工中金 1,243 1.4% -275 266 -21 73 1,200
足利銀行 570 -1.0% -168 -228 30 -164 1,100
日本興業銀行 778 0.2% -400 -18 -246 142 1,300
栃木銀行 362 -2.1% -269 -78 -147 256 600
その他 160 1.5% -120 -166 -91 -282 800






   （９）グループホテル金融機関取引推移の分析 
   本グループホテルの 93年から 95年の金融機関の取引状況を分析すると、新築のホテル開業
に伴う建設資金借入により、上位四行（商工中金、足利銀行、日本興業銀行、栃木銀行）の残
高が増加している。中でも、商工中金が 12億円増と一番多い。金額メインは足利銀行の 92億
円であるが、経営面画の発言力などは有しないため、商工中金が 89 億円と 2 番目に融資して
おりメインに近い立場である。3 番目が日本興業銀行で約 76 億円、次いで栃木銀行 46 億円と
続いている。同社経営につき詳しい金融機関がない模様であり、資金不足が継続的に必要とな
った場合の対応には留意が必要と判断されている（図表９－13を参照）。 

























                                                   
188 本章バブル経済崩壊時の旅館・ホテルへの銀行への対応は、岩城成幸「温泉街の事業再生と地域金融機関


























介・斡旋案件なども含め融資を拡大し続け、バブル崩壊以降である 1990年度から 1992 年度の









                                                   
189「どうなる足利銀行（４）各旅館への配慮に危機感 船曳富士男さん」（連載）『読売新聞栃木版』2003 年
12 月 10 日。 
















過と認定され、2003年 11 月 に特別危機管理銀行に指定されてゆくのだが（本論文、「第 2 章













  足利銀行は、危機から破綻までの間に都合 5回の増資等をおこなっている。そのうち、1998
年 3 月（300 億円）と 2002 年 1 月（299 億 6 千万円）の増資は、第三者割当増資で、前者は、
3,074名、後者は 12,052 名の取引先等が応じている194。足利銀行の当時の危機的状況を考える
と、これだけ多くの人々が増資の呼びかけに応じたことは、どう考えたらよいのか。地域の基
                                                   
191「足利銀行に公的資金検討 地域経済へ悪影響懸念」『読売新聞』、2003 年 11 月 29 日。 
192 足利銀行の融資姿勢は、山崎美代造・斎藤秀樹・蓬田勝美、前掲書、33 頁～34 頁、38 頁～39 頁を参考
にしている。 
193 ｢特色ある取組の事例｣、金融庁、（http://www.fsa.go.jp/news/newsj/15/ginkou/f-20031007-2/03.pdf）。 

















（５）預金保険法第 102 条第 1項第 3号による資産の買取り 

















                                                   
195「足利銀行が挑む『金融・産業一体再生』への苦闘」『金融ビジネス』、No.233、2004 年 8 月、50 頁を参
考にしている。 
196 内閣府『破綻した金融機関の処理のために講じた措置の内容等に関する報告』、2008 年 12 月を参考にし
ている。 



















































































































































                                                   
198 金融庁、『金融検査マニュアル別冊』、44 頁による、 































































引用：運輸政策研究機構、『第 89回運輸政策コロキウム「衰退観光地再生の課題と制度」』、2008年 2月 1日、
46頁より引用。 
                                                   












究機構、『第 89回運輸政策コロキウム「衰退観光地再生の課題と制度」』、2008年 2月 1日、46頁より引用。 
 
対象とした温泉地は、『JTB 時刻表』の「日本観光旅館連盟会員旅館・ホテル」および「JTB


















図表－3  各温泉地の廃業施設の割合 
 
出典：運輸政策研究機構、『第 89回運輸政策コロキウム「衰退観光地再生の課題と制度」』、 






























たものが図表－5 である。2007（平成 19）年 2 月の現地調査時点では、3 箇所の除却が行われ
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202 児玉博昭、「地域金融の危機と自治体の対応―足利銀行の一時国有化を事例としてー」白鷗法学第、14 巻
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